有限会社ナイスケア　居宅介護支援重要事項説明書
〈令和８年６月１日改定〉



１．当社の概要
（１）名称　有限会社ナイスケア
（２）本社所在地　東京都新宿区高田馬場４丁目２６番１５号 サルイアパートメント１０１
（３）電話番号　０３（５３３８）４６５５
（４）代表者　代表取締役　塩川　隆史
（５）事業内容　居宅介護支援、訪問介護、認知症対応型通所介護、その他

２．サービスを提供する事業所の概要
（１）事業所名　有限会社ナイスケア
[bookmark: _Hlk160715924]（２）所在地　東京都新宿区高田馬場４丁目２６番１５号 サルイアパートメント１０１
（３）電話番号　０３（５３３８）４６５５
（４）指定事業所番号　１３７０４０１６０４
（５）その他のサービス　訪問介護
（６）サービス提供地域　新宿区、豊島区（左記地域以外の方でもご希望の方はご相談ください）
（７）損害賠償保険加入先　あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
（８）営業時間　月曜日～土曜日　８：３０～１７：３０
＜休業日＞日曜日、１月１日～１月３日
（９）職員体制　管理者（主任介護支援専門員、介護支援専門員兼務） 常勤　１名
介護支援専門員　常勤　２名以上

３．居宅介護支援の申し込みからサービス提供までの流れと主な内容
（１）申込方法　まずは、お電話等でお申し込みください。職員がお伺いします。
（２）居宅サービス計画作成　利用者宅を訪問し利用者および家族と相談の上、居宅サービス計画を作成します。
（３）サービス事業者等との連絡調整　指定居宅サービス等の提供が確保されるようサービス事業者等との連絡調整その他の便宜を提供します。
（４）経過観察・再評価　居宅サービス計画の作成後においても、利用者およびその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行い、居宅サービス計画の実施状況を把握するとともに、最低１月に１回訪問することにより利用者の課題把握を行い、居宅サービス計画の変更及びサービス事業者等との連絡調整その他便宜の提供を行います。
ただし以下に揚げる要件を設けた上で、少なくとも２月に１回、利用者の居宅を訪問し利用者と面接をし、利用者の居宅を訪問しない月においてはテレビ電話装置等を活用しモニタリングを行うこともあります。
①利用者の同意を得ること。
②サービス担当者会議等において時に上げる事項について主治医、担当者その他の関係者の合意を得ていること。
・利用者の心身状況が安定していること
・利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通できること。
・介護支援専門員がテレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できない情報について担当者から提供を受けること。
（５）要介護認定の援助　要介護認定の申請に必要な援助をします。
（６）介護保険施設への入所　利用者が介護保険施設への入所を希望した場合は、介護保険施設への紹介およびその他の便宜を提供します。
（７）相談　介護保険に関すること等、何でもご相談ください。


４．サービスの終了
（１）利用者のご都合でサービスを終了する場合　文書でお申し出くださればいつでも解約できます。
（２）当社の都合でサービスを終了する場合　人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合があります。その場合　は、終了１ヶ月前までに文書で通知するとともに、地域の他の居宅介護支援事業者をご紹介します。
（３）自動終了　以下の場合は、双方の通知がなくても自動的にサービスを終了します。
①利用者が介護保険施設に入所した場合
②介護保険給付でサービスを受けていた利用者の要介護認定区分が、要支援もしくは非該当（自立）と認定された場合（この場合、条件を変更して再度契約することができます）
③利用者がお亡くなりになった場合
（４）その他
①当社が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、利用者や家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、または当社が破産した場合、利用者は文書で解約を通知することによって即座にサービスを終了することができます。
②利用者が、サービス利用料金の支払を２カ月以上遅延し、料金を支払うよう催告したにもかかわらず１４日以内に支払わない場合、または利用者や家族などが当社や当社の介護支援専門員に対して本契約を継続し難いほどの背信行為を行った場合は、文書で通知することにより、即座にサービスを終了させていただく場合があります。

５．利用料金
（１）居宅介護支援利用料は介護サービスの提供開始以降１カ月につき【別紙】のとおりです。ただし、法定代理受領により当社の居宅介護支援に対し介護保険給付が支払われる場合、利用者の自己負担はありません。単位数および1単位単価は厚生労働省が定めたものです。
（２）当事業所は、介護職員等の資質向上や処遇改善（賃金向上、職場環境改善）に取り組む事業所として、以下の通り介護職員等処遇改善加算を算定しています。
・算定加算： 介護職員等処遇改善加算
・加算額の算定方法：１ヶ月のサービス単位数の合計に、２．１％を乗じた単位数
（３）介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、保険給付金が直接事業者に支払われない場合があります。その場合は一旦料金を頂き、サービス提供証明書を発行します。サービス提供証明書を後日保険者の窓口に提出しますと、差額の払戻しを受けることができます。
（４）料金の支払い方法は次の通りです。
①締日　毎月末日
②支払期限　翌月末日
③請求書発行日　翌月１５日
④支払方法　口座引落（翌月２５日または２７日引落）、現金集金、銀行振込
⑤領収書　お支払いいただきますと、領収証を発行します。

６．当社の居宅介護支援の特徴等
（１）運営の方針
①介護支援専門員は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、その利用者が可能な限りその居宅において、有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、利用者の立場にたって援助を行います。
②事業の実施にあたっては、利用者の意思および人格を尊重し、利用者の選択に基づき適切な保健医療サービスおよび福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう中立公正な立場でサービスを調整します。
③事業の実施にあたっては、関係区市町村、地域の保健・医療・福祉サービスとの綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めます。
④地域包括支援センターから支援困難ケースが紹介された場合は、積極的に受け入れるとともに、地域包括支援センターとの連携を図り、指定居宅介護支援を提供します。（「支援困難なケース」とは、地域包括支援センターが支援困難ケースとして判断したものを指します）
（２）居宅介護支援の実施概要等
①介護支援専門員は、利用者の居宅を訪問し、利用者およびその家族に面接して、支援する上で解決しなければならない課題の把握および分析を行い、その課題に基づき居宅サービス計画を作成します。当該地域における指定居宅サービス事業者に関するサービスの内容等の情報を提供し、サービスの選択を求め、居宅サービス計画およびサービス事業者に関し利用者の同意を得た上で、サービス事業者等との連絡調整をします。
②利用者が介護保険施設への入所を希望した場合は、介護保険施設への紹介その他の便宜を提供します。
③利用者の課題分析について使用する課題分析票は、新宿区版アセスメント等を用います。
④介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後においても、利用者およびその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行い、居宅サービス計画の実施状況を把握するとともに、訪問することにより利用者の課題把握を行い、居宅サービス計画の変更およびサービス事業者等との連絡調整その他の便宜を提供します。
⑤介護支援専門員は、必要に応じサービス担当者会議を当該事業所等で開催し、担当者から意見を求めます。
⑥介護支援専門員は、指定居宅介護支援の提供にあたり、利用者の居宅等において利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいよう説明を行うとともに相談に応じます。
⑦利用者の意思に基づいた契約であることを確保するため、利用者やその家族は居宅サービス計画に位置付ける居宅サービス事業所について、複数の事業所の紹介を求めることが可能です。また、当該事業所を居宅サービス計画に位置付けた理由を求めることが可能です。
⑧職員又は職員であった者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしません。退職後も同様です。
（３）サービス利用のために
①介護支援専門員の変更を希望される方はお申し出ください。
②調査（課題把握）の方法は新宿区版アセスメント方式等で行っています。
③介護支援専門員への研修は、採用時研修を採用後１カ月以内に、継続研修を年２回以上実施しています。　　　
④利用者はいつでも契約を解約することができ、解約料は無料です。
⑤入院時は入院先医療機関に担当介護支援専門員の氏名と連絡先などを伝えて下さい。
⑥当事業所のケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の利用状況は【別紙】のとおりです。
（４）留意事項
①職員に対する贈り物やもてなしは、遠慮させて頂きます。
②職員の「住所・電話番号」などは、お教えできません。急用の際は、ナイスケアまでご連絡ください。

７．サービス内容に関する相談・苦情窓口
（１）当社相談苦情窓口　０３（５３３８）４６５５　　受付時間月～土曜日８:３０～１７:３０
担当　管理者　塩川　隆史
（２）外部苦情申立機関　新宿区　０３（３２０９）１１１１（代表）
東京都国民健康保険団体連合会　０３（６２３８）００１１（代表）

８．業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等
 感染症や非常災害の発生時において、業務を継続的に実施、再開するための計画を策定し、 必要な研修及び訓練を定期的に開催するなどの措置を講じます。
 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 感染症の発生及びまん延等に関する取組の徹底を求める観点から委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等取り組みます。

９．虐待の防止について
事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。
①虐待防止委員会の開催
②高齢者虐待防止のための指針の整備
③虐待防止研修の実施
④虐待防止に関する担当者及び責任者の配置
虐待防止に関する責任者　管理者　塩川　隆史
虐待防止に関する担当者　清村　幸弘
⑤虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合、速やかに市町村に通知。
１０.　ハラスメントの防止
（１）雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律及び労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実に関する法律の規定に基づき、セクシャルハラスメントやパワーハラスメントの防止のための雇用管理上の措置を講じます。
（２）利用者及びその家族はサービス利用に当たって次の行為を禁止します。
[bookmark: _Hlk160715619]①介護支援専門員その他従業員に対する身体的暴力（直接的、間接的に問わず有形力を用いて危害を及ぼす行為）
②介護支援専門員その他従業員に対する精神的暴力（人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為）
③介護支援専門員その他従業員に対するセクシャルハラスメント（意に添わない性的誘いかけ、好意的態度の要求、性的な嫌がらせ行為等）

１１. 情報の取り扱いおよびAIシステム（録音・文字起こし）の利用について
（１）当事業所では、適切なケアプランの作成およびサービス担当者会議等の正確な記録を目的として、AI音声認識・文字起こしシステムを活用する場合があります。
（２）前項のシステム利用にあたり、担当ケアマネジャーと利用者（およびご家族）との面談、またはサービス担当者会議における会話を録音させていただくことがあります。
（３）録音データならびにそこから生成された記録情報は、個人情報保護法および当事業所の規程に基づき、厳重に管理いたします。介護サービスの提供および業務管理の目的以外には一切使用いたしません。
（４）録音およびAIシステムによる記録データの作成を希望されない場合は、お申し出いただければ録音を停止いたします。また、録音を拒否されたことによって、利用者が不利益な扱いを受けることは一切ございません。




令和　　年　　月　　日

居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して契約書および本書面に基づいて重要な事項を説明しました。

＜事業者＞
　所在地　　　東京都新宿区高田馬場４丁目２６番１５号 サルイアパートメント１０１
　名称　　　有限会社ナイスケア（指定事業所番号　１３７０４０１６０４）

＜説明者＞
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


私は、契約書および本書面により、事業者から居宅介護支援についての重要事項の説明を受けました。

＜利用者＞
住所　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

＜代理人＞
住所　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
